
本試験において、200ppm以上投与群の雌雄でび漫性肝細胞肥大、Glob  

及びカルシウム増加等が認められだので、無毒性量は雌雄とも20ppm（雄：  

0．70mg／kg体重／日、雌：0．86mg／kg体重／日）であると考えられた。発がん  

性は認められなかった。（参照33）  

表20 2年間慢性毒性／発がん性併合試験（ラット）で認められた毒性所見  

投与群   雄   雌   

1，250ppm  ・体重増加抑制   ・体重増加抑制  

・Ht、Hb、MCV及びMCH減少、  ・Ht、Hb、MCV、MCH及びRBC  

PLT増加   減少  

・Alb、GGT及びTP増加、クロ  ・GGT増加  

ール減少   ・腎絶対及び比重量増加  

・腎絶対及び比重量増加   ・肝腫大及び暗調化  

・肝腫大及び暗調化  ・慢性腎症   

・限局性肝細胞スポンジ様のう胞  

化  

・慢性腎症  

200ppm以上  ・Glob及びカルシウム増加、TG  ・PLT増加  

減少   ・TP、Alb、Glob、T．Chol及びカ  

・肝絶対及び比重量増加   ルシウム増加、クロール減少  

・び漫性肝細胞肥大、変異肝細胞  ・肝絶対及び比重量増加  

巣（好酸性細胞）   ・び漫性肝細胞肥大   

20ppm   毒性所見なし   毒性所見なし   

（3）18カ月開発がん性試験（マウス）  

ICRマウス（一群雌雄各52匹）を用いた混餌（原体：0、10、70及び500   

ppm：平均検体摂取量は表21参照）投与による18カ月間発がん性試験が実   

施された。  

表2118カ月間発がん性試験（マウス）の平均検体摂取量  

投与群  10ppm   70ppm   500ppm   

平均検体摂取量  雄   1、01   6．98   50．3  

（mg／kg体重／日）  雌   0．93   6．65   47．9  

各投与群で認められた毒性所見は表22に、肝細胞腺腫及び癌の発生頻度  

は表23に示されている。   

剖検及び病理組織学的検査において、全投与の群雄で腎臓の腎孟拡張が増  
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加した。しかし、それらの発生頻度に用量相関性は認められないため、検体  

投与の影響とは考えられなかった。   

腫瘍性病変において、500ppm投与群の雄で肝細胞腺腫が有意に増加した。  

肝細胞腺腫の発生頻度増加に関しては、本検体がマウスの肝臓に薬物酵素誘  

導能及び細胞増殖活性促進作用を示すことと関連していると考えられた  

（【15．（3）～（6）】参照）。その他の腫瘍性病変の発生に検体投与の影響は認めら  

れなかった。   

本試験において、500ppm投与群の雄で変異肝細胞巣（好酸性細胞）等、  

雌で体重増加抑制及びび漫性肝細胞肥大等が認められたので、無毒性量は雌  

雄とも70ppm（雄：6．98mg／kg体重／日、雌：6．65mg／kg体重／日）である  

と考えられた。（参照34）  

表2218カ月問発がん性試験（マウス）で認められた毒性所見（非腫瘍性病変）  

投与群   雄   雌   

500ppm  ・肝斑点   ・体重増加抑制  

・肝細胞巨大化／巨核化、変異肝  ・摂餌量減少、食餌効率低下  

細胞巣（好酸性細胞）   ・肝比重量増加  

・び漫性肝細胞肥大   

70ppm以下  毒性所見なし   毒性所見なし   

表23 肝細胞腺腫及び癌の発生頻度  

性別   雄  雌 

投与群（ppm）   0   10   70   500   0   10   70   500   

検査動物数   52   52   52   52   51   52   52   52   

肝細胞腺腫   11   15   19   20†   0   2   0   2   

肝細胞癌   1   5   2   3   0   0   0   0   

†：p＜0．05（Fisberの直接確率計算法）  
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13．生殖発生毒性試験  

（1）2世代繁殖試験（ラット）  

SDラット（一群雌雄各24匹）を用いた混餌（原体：0、20、200及び3，000   

ppm：平均検体摂取量は表24参照）投与による2世代繁殖試験が実施され  

た。  

表24 2世代繁殖試験（ラット）の平均検体摂取量  

投与群  20ppm  200ppm  3，000ppm   

雄   1．12   11．1   174  

平均検体摂取量  
P世代  

雌   175   17．9   275  

（mg／kg体重／日）  雄 1．33   13．2   210  
Fl世代   

雌   1．90   19．2   303  

各投与群で認められた毒性所見は表、25に示されている。   

P及びFl親動物の繁殖能に関しては、いずれの検査項目にも検体投与の影  

響は認められなかった。   

本試験において、親動物では3，000ppm投与群の雄（P及びFl）で体重  

増加抑制、小葉中心性肝細胞肥大等、200ppm以上投与群の雌（P及びFl）  

で肝絶対及び比重量増加、小葉中心性肝細胞肥大が認められ、児動物では  

3，000ppm投与群の雌雄（Fl）で体重増加抑制が認められたため、無毒性量  

は親動物の雄で200ppm（P雄：11．1mg／kg体重／日、Fl雄：13．2mg／kg体  

重／日）、雌で20ppm（P雌：1．75mg／kg体重／日、Fl雌：1．90mg／kg体重／  

日）、児動物の雌雄で200ppm（P雄：11．1mg／kg体重／日、P雌：17．9mg／kg  

体重／日、Fl雄：13．2mg／kg体重／日、Fl雌：19．2mg／kg体重／日）であると  

考えられた。繁殖能に対する影響は認められなかった。（参照35）  

表25 2世代繁殖試験（ラット）で認められた毒性所見  

親：P、児：Fl  親：Fl、児：F2  
投与群  

雄   雌   雄   雌   

3，000  ・体重増加抑制  ・体重増加抑制（育  ・体重増加抑制  ・体重増加抑制（育  

ppm  ・肝腫大   成期間）   ・肝腫大   成期間）  

親  ・肝絶対及び比重  ・肝暗調化、腫大  ・肝絶対及び比重  ・Ht及びHb減少   

動  量増加   ・腎絶対及び比重  量増加   ・肝腫大   

物  ・腎比重量増加   量増加   ・腎比重量増加  ・副腎絶対及び比  

・小葉中心性肝細  ・小葉中心性肝細  重量増加  

胞肥大  胞肥大   ・腎比重量増加   
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200ppm  200ppm以下毒性  ・肝絶対及び比重  200ppm以下毒性  ・肝絶対及び比重  

以上  所見なし   量増加  所見なし   量増加  

・小葉中心性肝細  ・／ト集中心性肝細  

胞肥大  胞肥大  

20ppm  毒性所見なし  毒性所見なし   

3，000  毒性所見なし  
児  

動  
ppm   

物  
200ppm  毒性所見無し   

以下   

（2）発生毒性試験（ラット）  

SDラット（一群雌24匹）の妊娠6～15日に強制経口（原体：0、10、50、   

及び250mg／kg休重／日、溶媒：1％CMC水溶液）投与する発生毒性試験が   

実施された。  

母動物では250mg／kg体重／目投与群で投与期間中体重増加抑制及び摂餌   

量減少が認められ、妊娠16日に実施した血液学的検査でHt、Hb及びRBC   

の減少が認められた。  

胎児に対しては、検体投与の影響は認められなかった。  

本試験において、母動物では250mg／kg体重／日投与群に体重増加抑制等   

が認められたことから、無毒性量は母動物で50mg／kg体重／日、胎児で250   

mg／kg体重／日であると考えられた。催奇形性は認められなかった。（参照36）  

（3）発生毒性試験（ウサギ）  

日本白色種ウサギ（一群雌18匹）の妊娠6～18日に強制経口（原体：0、   

10、50及び200mg／kg体重／日、溶媒：1％CMC水溶液）投与する発生毒性   

試験が実施された。  

母動物では、200mg／kg体重／日投与群で摂餌量減少が、50mg／kg体重／日   

以上投与群で体重増加抑制が認められた。  

胎児に対しては、検体投与の影響は認められなかった。  

本試験において、母動物では50mg／kg体重／目以上投与群で体重増加抑制   

が認められたことから、無毒性量は母動物で10mg／kg体重／日、胎児で200   

mg／kg体重／日であると考えられた。催奇形性は認められなかった。（参照37）  

14．遺伝毒性試験  

フエノキサニル（原体）の細菌を用いたDNA修復試験及び復帰突然変異   

試験、チャイニーズハムスター肺由来培養細胞を用いた染色体異常試験、マ  

ウスを用いた小核試験が実施された。  
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試験結果は表26に示されている。チャイニーズハムスター肺由来培養細  

胞を用いた染色体異常試験では代謝活性化系の有無に関わらず構造的異常  

を有する細胞の出現頻度が増加した。しかし、高用量まで試験したマウスの  

小核試験の結果及びその他の試験では陰性であったことから、生体にとって  

問題となるような遺伝毒性はないと考えられた。（参照38～41）  

表26 遺伝毒性試験概要（原体）  

試験  対象   処理濃度・投与量   結果   

血Iイわ・0  DNA修復試  βac〟Jぴβgぴム肋   417～13，340トIg／ディスク   

験   （H17、M45株）   （イ＋S9）  

陰性  

復帰突然変  ▲ ′ ′′′  一  ′    ′   ′′     ′′  且 ち作血血∽琉Ⅷ   

異試験   （m98、mlOO、m1535、  7．8～500トIg／プレート（－S9）1）  

m■1537株）   31．3～2，000トIg／プレート  

励deヱイdJaco〟  陰性  

（WP21Jmd株）   

且co〟：313～5，000トIg／70レー  

ト （イ＋S9）3）  

染色体異常  チャイニーズハムスター肺由  直接法24及び48時間処理   

試験   来培養細胞（CHL）   7．5…50帽／mL（－S9）  

代謝活性化法6時間処理  陽性☆  

（＋／－S9）         ①30～120ドg／mL（＋／－S9）  

②80～120トIg／mL（＋S9）4）  

60～90トIg／mL（－S9）   

エロ myP  小核試験   ICRマウス（骨髄細胞）   1，000、2，000、4，000mg／kg   

（一群雄5匹）   体重  陰性  

（単回経口投与）   

注）叶S9：代謝活性化系非存在下及び存在下   

★：代謝活性化法試験における代謝活性化系存在下90巨g／mL以上、代謝活性化系非存在下  
70llg／mL以上で構造的染色体異常誘発。（数的異常は誘発しなかった。）   

1）菌株によって代謝活性化系非存在下250膵／フ○レート以上及び代謝活性化存在下1，000膵／  
プレート以上で生育阻害を認めた。   

2）代謝活性化系存在下2，000膵／70レートで検体の析出を認めた。   

3）代謝活性化系存在下及び非存在下2，500膵／プレート以上で検体の析出を認めた。   
4）120いg／プレートで細胞死滅。  

フエノキサニルの代謝物B、D及びEの細菌を用いた復帰突然変異試験が   

実施された。結果は表27に示されているとおり、すべて陰性であった。（参   

照42～44）  
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表27 遺伝毒性試験概要（代謝物）  

被検物質   試験   対象   処理濃度・投与量   結果   

代謝物B  復帰突然変  19．5～1，250トLg／プレート（＋／－S9）1）   

異試験   （m98、mlOO、  

TA1535、TA1537株）  陰性   

且cα〟（WP2乙J和也株）  

代謝物D  復帰突然変  39．ト1，250トLg／70レートい＋S9）3）   

異試験   （m98、mlOO、  

TA1535、TA1537株）  
陰性   

且cα〟（WP2打ITA株）  

代謝物E  復帰突然変  工／十J止血〃＝〃州   312．5～5，000トIg／プレート   

異試験   （TA98、TAlOO、  （－／＋S9）4）   

m1535、TA1537株）  
陰性  

且co〟（WP2【Jmd株）  

注）－／＋S9：代謝活性化系非存在下及び存在下   

1）菌株によって代謝活性化系非存在下において312．5ドg／7ハレート以上で生育阻害を認めた。   

2）菌株によって代謝活性化系存在下において312．5膵／プレト以上で生育阻害を認めた。   

3）代謝活性化非存在下ではすべての抹において625膵げレート以上で生育阻害及び結晶の析  
出を認めた。代謝活性化存在下では菌抹によって625ドg／プレート以上で生育阻害を認め、  

1，250トLg〃○いトで結晶析出を認めた。   

4）代謝活性化存在下では菌株によって5，000けgげレートで生育阻害を認めた。   

15．その他の試験  

（1）イヌにおける出血機序解明試験  

イヌを用いた慢性毒性試験【12．（1）】において、一部の動物で多くの組織に出  

血が認められたので、肝障害と出血との関連を解明するために、ピーグル犬  

（一群雄3匹）を用いて、カプセル経口（原体：200ノ400／600、400／600／800  

mg／kg体重／日、投与開始時200及び400mg／kg体重／日に設定し、投与開始  

3週時より2過ごとに投与量を200mg／kg体重／日ずつ上げた）投与による5  

週間経口投与試験が実施された。  

各投与群で認められた毒性所見は表28に示されている。  

200／400／600mg／kg体重／日以上の血液生化学的検査所見は、イヌを用いた   

慢性毒性試験【12．（1）】において認められた所見であり、検体投与に起因する変  

化と考えられた。特に、ALP、AsT及びALTの増加は肝障害を示唆する所  

見であることから、イヌで見られた出血は、肝機能障害により、種々の血液凝  

固因子の産生量が低下し、Fib減少とPT延長が生じた結果と考えられた。  

剖検時に認められた肝臓の腫大及び暗調化も、血液生化学的検査結果に対応  

し、肝臓への影響を反映した所見と考えられた。胆のうの膨満は胆道系の障  
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害を示唆する所見であり、血液生化学的検査所見のALPやT．Cbolの増加と  

も合わせて、本被験物質ゐ胆道系への影響も示唆された。結腸の赤色斑点は  

出血に起因する変化とも考えられたが、病理組織学的検査を実施していない  

ので、結論は得られなかった。（参照45）  

表28 出血機序解明試験（イヌ）で認められた毒性所見  

投与群   雄   

400／600／800   ・PT延長☆   

mg／kg体重／日   ・AST及びAI∬増加☆   

200／400／600   ・Fib濃度減少   

mg／kg体重／日   ・ALP増加、T．Chol及びTG増加、Alb減少、Glob増   

以上   加、A／G比減少  

・肝絶対及び比重量増加  

・肝の腫大・暗調化、胆のう膨満（胆汁うっ滞）  

・結腸赤色斑点   

★：1例（同じ個体）のみの所見。  

（2）ラットにおける肝腫大に関する生化学的及び電子顕微鏡学的検索  

Fischerラット（一群雄8匹）を用いて4週間混餌（原体：0、50、200   

及び2，000ppm：平均検体摂取量は表29参照）投与し、肝薬物代謝酵素活   

性を測定し、肝細胞の電子顕微鏡学的検査を実施した。また、陽性対照群と   

してⅠ群（PB、77．5mg／kg体重／日、飲水投与、CYP2誘導剤）、Ⅱ群（3－MC、   

3bmg／kg体重／日、腹腔内投与、CYPl誘導剤）及びⅢ群（CLF、300mg／kg   

体重／目、強制経口投与、ペルオキシゾーム誘導剤）を設けた。  

表29 ラットにおける肝腫大に関する生化学的及び  

電子顕微鏡学的検索の平均検体摂取量  

投与群  50ppm   200ppm  2，000ppm   

平均検体摂取量  
雄   

（mg／kg体重／日）  
4．0   15．8   159  

全検体投与群において肝絶対及び比重量が増加した（肝絶対重量は50及  

び200ppm投与群では有意差なし）。   

剖検時、2，000ppm投与群の全例に肝の暗調化及び腫大が、200ppm投与  

群の1例に肝腫大が認められた。   

肝臓のミクロゾーム分画を調製後、酵素活性等について測定した。その結  

果、200ppm以上投与群でミクロゾーム蛋白量、P450量、ECOD（CYP1  
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酵素）及びPROD（CYP2酵素）活性が増加した。ECOD及びPROD活性  

の増加率は陽性対照群Ⅰ（PB投与群）と同程度であったが、ECOD活性の  

増加率は陽性対照群Ⅱ（3・MC投与群）の約20％であったことから、検体の  

酵素誘導のタイプはPB型であると考えられた。   

いずれの投与群においても、ペルオキシゾーム活性を示す検査項目（mOS  

及びCAT）の増加は認められなかった。   

電子顕微鏡学的検査においては、2，000ppm投与群の肝細胞中のペルオキ  
シゾー ムの量及び分布は陰性対照群と同様であったが、粗面小胞体の広範囲  

な分布が観察された。陽性対照群Ⅲ（CLF投与群）では肝細胞中のペルオキ  
シゾー ムが増加した。   

以上の結果より、ラらトにおいて本検体50ppm以上投与群で認められた  
肝絶対及び比重量の増加は、検体のペルオキシゾー ム増殖能によるものでな  

く、薬物代謝酵素活性誘導能によることが示された。検体投与によりCYPl  

及びCYP2がともに誘導されたが、CYP2の誘導がより顕著であり、PB型  

の誘導が示唆された。（参照46）  

（3）肝薬物代謝酵素活性に及ぼす影響（D   

ICRマウス（一群雄5匹）を用いて4週間混餌（原体：0、10、70及び   

500ppm）投与し、肝薬物代謝酵素活性を測定した。陽性対照群としてPB   

を1，200ppmで混餌投与する群を設けた。  

500ppm投与群において肝重量の増加は認められなかったが、P450量は   

約1．5倍に増加した。同群ではPROD活性が対照群に比べ、約10倍に増加   

したが、EROD活性の増加は2倍程度であった。PROD活性は70ppm投   

与群でも有意に増加した。陽性対照群においては、APDM以外の酵素活性   

（EROD、PROD、AH）はすべて有意に増加し、中でもPRODの増加が顕   

著であった。  

以上の結果より、本検体を70ppm以上の用量で雄マウスに混餌投与する   

ことにより、薬物代謝酵素活性が誘導され、その誘導はPB型であることが   

示された。したがって、90 日間亜急性毒性試験【11．（2）】において認められた   

び漫性肝細胞肥大は、薬物代謝酵素活性の誘導に起因すると考えられた。（参   

照47）  

（4）肝薬物代謝酵素活性に及ぼす影響②   

ICRマウス（一群雌5匹）を用いて4週間混餌（原体：0、10、70、500   

及び3，500ppm）投与し、肝薬物代謝酵素活性を測定した。また、陽性対照   

群としてPBを1，200ppmで混餌投与する群及び比較対照として雄マウスに   

検体を500ppmで混餌投与する群を設けた。  

3，500ppm投与群で肝絶対及び比重量の増加、500ppm以上投与群でミク  
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ロソーム蛋白量の増加が認められた。70ppm以上投与群でP450濃度及び  

EROD（3，500ppm投与群で最大約4．5倍）の増加、10ppm以上投与群で  

PROD（3，500ppm投与群で最大約38倍）の増加が認められた。PB投与群  

ではいずれの酵素活性も増加したが、その程度はPRODがより顕著であった。  

雄マウスでは、肝比重量、P450濃度、EROD及びPRODの増加が認められ、  

PRODの増加が顕著であった。   

以上の結果より、本検体を10ppm以上の用量で雌マウスに混餌投与する  

ことにより、薬物代謝酵素活性が誘導され、その誘導は雄マウスと同様に  

PB型であることが示された。したがって、9b 日間亜急性毒性試験【11．（2）】  

及び18カ月間発がん性試験【12．（3）1において認められたび漫性肝細胞肥大は、  

薬物代謝酵素活性ゐ誘導に起因すると考えられた。（参照48）  

（5）マウスの肝細胞増殖に及ぼす影響   

ICRマウス（一群雌雄各5匹）を用いて2週間混餌（原体：0、70、500   

及び3，500ppm）投与し、PCNA陽性肝細胞を指標に肝細胞増殖能を検討し   

た。また、陽性対照群としてPB（1，200ppm）を混餌投与する群を設けた。  

3，500pp皿投与群の雌雄において肝絶対及び比重量が投与3日．後より増加   

した。500ppm投与群の雌雄では、肝比重量が投与3日後より、絶対重量は   

雄のみ投与14日後に増加した。  

肝切片のPCNA免疫染色において陽性細胞数を計測したところ、500ppm   

以上投与群の雄では投与3及び7日後にPCNA陽性細胞数が有意に増加し   

たが、投与7日後の陽性細胞数は投与3日後より減少し、投与14日後には   

対照群と差がなくなった。雌においては3，500ppm投与群の投与3日後のみ   

で有意な増加が認められたが、その程度は同用量群の雄で約36倍であった   

のに対し、約3倍にすぎなかった。PB投与群の雌雄においても、投与3日   

後をピークに増加し、14日後には対照群と同等となった。  

以上の結果より、本検体にPBと同様に肝細胞増殖を促す作用が認められ、   

その程度は雌に比べ、雄で顕著であった。18カ月間発がん性試験【12．（3）】に   

おいて雄でのみ肝細胞腺腫の発生頻度増加が認められ、その要因の一つとし   

て本検体の肝細胞増殖促進作用が考えられた。（参照49）  

（6）マウス体内の酸化ストレスに及ぼす影響   

ICRマウス（一群雄5匹）を用いて4週間混餌（原体：0、10、70、500   

及び3，500ppm）投与し、8－OHdG及び過酸化脂質（MDA）を測定するこ   

とにより、肝臓における酸化ストレスの影響を検討した。また、陽性対照群   

としてPB（1，200ppm）またはCLF（5，000ppm）を混餌投与する群を設   

けた。  

3，500ppm投与群、PB及びCLF投与群において肝絶対及び比重量が増加  
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した。   

いずれの投与用量においても、8－OHdG及びMDA量に変化は認められな  

かった。PB投与群では8－OHdG量が減少し、MDAは増加傾向を示したが、  

CLF投与群ではいずれにも影響しなかった。   

以上の結果より、本検体は肝臓に対し酸化ストレスを及ぼさないと考えら  

れた。（参照50）  
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Ⅲ．食品健康影響評価   

参照に挙げた資料を用いて、農薬「フエノキサニル」の食品健康影響評価を   

実施した。   

ラットを用いた動物体内運命試験において、フエノキサニルは速やかに吸収   

され、投与120時間までに尿及び糞を介して排泄された。また、糞中排泄され  

たフエノキサニルのほとんどは胆汁経由であると考えられた。主要組織中の残   

留放射能濃度は、Tmax付近で消化管、肝臓、腎臓及び脂肪で高値を示したが、   

経時的に減少したことから、体内蓄積性はないと考えられた。主要代謝経路と   

して、アミド結合の加水分解、エーテル結合の開裂と抱合、メチル基の酸化等   

が考えられた。   

水稲を用いた植物体内運命試験の結果、茎葉処理による収穫期の玄米中の残   

留放射能は0，96mg／kgであり、検出された主要化合物は親化合物であった。   

代謝物としてD及びEが検出されたが3％TRR以下であった。   

水稲を用いて、フエノキサニル及び代謝物を分析対象化合物とした作物残留   

試験が実施されており、フエノキサニルの玄米における最大残留値は、最終散   

布22日後に収穫した0．53mg／kgであった。また、魚介類におけるフエノキサ   

ニルの最大推定残留値は0．19mg／kgであった。  

各種毒性試験結果から、フエノキサニル投与による影響は、主に肝臓に認め   

られた。、繁殖能に対する影響、催奇形性及び生体にとって問題となる遺伝毒性   

は認められなかった。マウスを用いた発がん性試験において、最高投与群（500   

ppm）の雄で肝細胞腺腫の発生頻度が増加した。フエノキサニル投与により、   

ラット及びマウスの肝臓で薬物代謝酵素が誘導されること及びマウスの肝細   

胞の増殖活性が増加することが確認されていることから、肝細胞腺腫の増加に   

これらの要因が関係していると考えられた。また、遺伝毒性試験結果より、フ   

エノキサニルに生体にとって問題となる遺伝毒性は認められないことから、マ   

ウスの肝細胞腺腫の発生機序は遺伝毒性メカニズムとは考え難く、評価にあた   

り閥値を設定することが可能であると考えられた。  

各種試験結果から、食品中の暴露評価対象物質をフエノキサニル（親化合物   

のみ）と設定した。  

各試験における無毒性量及び最小毒性量は表30に示されている。  
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表30 各試験における無毒性量及び最小毒性量  

：T．Cholの増加等  

雌雄：び漫性肝細胞肥大、Glob  

及びカルシウム増加等  

（発がん性は認められない）  

雄：体重増加抑制、小葉中心  

性肝細胞肥大等  

雌：肝絶対及び比重量増加、  

小葉中心性肝細胞肥大  

雌雄：休重増加抑制  

（繁殖能に対する影響は認めら  

母動物：体重増加抑制等  

胎児：毒性所見なし  

雄：変異肝細胞巣（好酸性細胞）  

雌：体重増加抑制及びび漫性肝  

細胞肥大等  

（雄で肝細胞腺腫の増加）   

ウサギ  発生毒性試験  母動物：10   母動物：50   母動物：体重増加抑制  

胎児：200   胎児：一   胎児：毒性所見なし  

（催奇形性は認められない）   

イヌ  90 日間亜急性  雄：10   雄二50   雄：T．Chol増加及びび漫性肝  

毒性試験   雌：10   雌：50   細胞肥大等  

1年間慢性   雄：1   雄：20   雌雄：肝炎症性細胞浸潤等  

毒性試験   雌：1   雌：20   

ー：最小毒性量は設定できなかった。1）：備考に最小毒性量で認められた毒性所見を記した。  
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食品安全委員会は、各試験で得られた無毒性量の最小値がラットを用いた2  

年間慢性毒性／発がん性併合試験の0．70mg／kg体重／目であったことから、これ  

を根拠として、安全係数100で除した0．007mg／kg体重／日を一日摂取許容量  

（ADI）と設定した。  

0．007mg／kg体重／日  

慢性毒性／発がん性併合試験  

ラット  

2年間  

混餌  

0．70mg／kg体重／日  

100  

ADI   

（ADI設定根拠資料）   

（動物種）   

（期間）   

（投与方法）   

（無毒性量）   

（安全係数）  
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＜別系氏1：代謝物／分解物略称＞  

記号   名 称   化 学 名   

アミド体   入声（1－カルバモイルー1，2－ジメチルプロピル）－2－（2，4－ジクロロフェ  
B  

（AC・M－2）   ノキン）プロピオンアミド   

5－フェノール体  JV（1－シアノー1，2一ジメチルプロピル）－2－（2，4－ジクロロー5・ヒドロキ  
C  

（AC－M－3）   シフエノキシ）プロピオンアミド   

アルコール体  ∧声（1－シアノー1，2－ジメチルー2－ヒドロキシプロピル）－2イ2，4－ジクロ  
D  

（AC－M－5）   ロフエノキシ）プロピオンアミド   

カルポン酸体  
E  2－（2，4－ジクロロフエノキシ）プロピオン酸   

（AC－M－7）  

」V（1－シアノー1，2－ジメチルー2－ヒドロキシプロピル）－2－（2，4－ジクロ  
F   AC－M－6  

ロー5－ヒドロキシフエノキシ）プロピオンアミド   

AC－M－9  
G  2，4－ジクロロフェノールの硫酸抱合体   

硫酸抱合体  

AC－M－9  

H  グルクロン酸  

抱合体   

入声（1－シアノー1，2－ジメチルプロピル）－2－（2，4－ジクロロー3－ヒドロキ  
AC－M－11  

シフエノキシ）プロピオンアミド   

AC－M－11グル  Aこ（1－シアノー1，2－ジメチルプロピル）－2－（2，4－ジクロロー3－ヒドロキ  
J  

クロン酸抱合体  シフエノキシ）プロピオンアミドのグルクロン疲抱合体   

入声（1－シアノー1，2－ジメチルプロピル）一㌢（2うージクロロー4－ヒドロキ  
K   AC－M－12  

シフエノキシ）プロピオンアミド   

α－［2－（2，4－ジクロロフエノキシ）プロピオニルアミノ】－′ランス  
L   AC－M－14  

－α，β－ジメチル一丁ープチロラクトン   

α－【2－（2，4一ジクロロフエノキシ）プロピオニルアミノ］－シヌーα，β－ジ  
M   AC－M－15  

メチルー†一プチロラクトン   

∧仁（1－シアノー1，2－ジメチルー2－ヒドロキシプロピル）－2－（2，4－ジクロ  
N   AC・M－16  

ロー3－ヒドロキシフエノキシ）プロピオンアミド   

AC－M－16   ∧声（1－シアノー1，2－ジメチルー2－ヒドロキシプロピル）－2－（2，4－ジクロ  

0  グルクロン酸  ロー3一ヒドロキシフエノキシ）プロピオンアミドのグルクロン酸  

抱合体   抱合体   

〃（3，4－ジメチルー2，5∴ピロリジンジオンー3イル）－2－（2，4－ジクロロ  
P   AC－M－17  

フエノキシ）プロピオンアミド   

2－アセチルアミノー3－（3舟ジクロロー2－ヒドロキシフェニルチオ）  
Q   AC－M－18  

プロピオン酸   
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AC－M－18   2一アセチルアミノー3－（3，5－ジクロロー2－ヒドロキシフェニルチオ）  
R  

硫酸抱合体  プロピオン酸の硫酸抱合体   

AC－M－18  
2－アセチルアミノ甘（3，5－ジクロロ廿ヒドロキシフェニルチオ）  

S  グルクロン酸  
プロピオン酸のグルクロン酸抱合体   

抱合体  

AC－M－19  

T  グルクロン酸  

抱合体   

〃（2－イミノーシス・3，4・ジメチルー4，5一月ニフランー3－イル）戊－（2，4－ジ  
U   AC－M・20  

クロロフエノキシ）プロピオンアミド   

入声（2－イミノー（テンスー3，4－ジメ′′チルー4，5一月ニフランづ－イ  
Ⅴ   AC－M－21  

ル）－2－（2，4－ジクロロフエノキシ）プロピオンアミド   

3－［2－（2，4－ジクロロフエノキシ）プロピオニルアミノ】－2－メチルー3－  
W   AC－M－22  

カルバモイル酪酸   

2－［2－（2，4－ジクロロフエノキシ）プロピオニルアミノ】－2，3－ジメチ  
Ⅹ   ACrM－23  

ル ブタンニ酸   

AC－M－23  
2－［2－（2，4－ジクロロフエノキシ）プロピオニルアミノ】－2，3－ジメチ  

Y  モノメチル  
ル ブタンニ酸のモノメチルエステル   

エステ／レ  

2－（2，4－ジクロロフエノキシ）－〃（テトラヒドロー4－ヒドロキシー3，4－  
Z   AC－M－24  

ジメチルー2－オキソフランー3－イル）プロピオンアミド   
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＜別紙2：検査値等略称＞  

略称   名称   

A／G比   アルブミン／グロブリン比   

AH   アニリンヒドロキシラーゼ   

al   有効成分量   

Alb   アルブミン   

ALP   アルカリホスファターゼ   

AIノー   

アラニンアミノトランスフエラーゼ  

（＝グルタミン酸ピルビン酸トランスアミナーゼ（GPT））   

APDM   アミノピリン ∧声デメチラーゼ   

APTT   活性化部分トロンポプラスチン時間   

AST   
アスパラギン酸アミノトランスフエラーゼ  

（＝グルタミン酸オキサロ酢酸トランスアミナーゼ（GOT））   

BCF   生物濃縮係数   

CAT   カルニチンアシルトランスフエラーゼ   

CLF   クロフィプレート   

Cmax   最高濃度   

CMC   カルポキシメチルセルロース   

CYP   チトクロームP450アイソザイム   

ECOD   エトキシクマリンαデェチラーゼ   

FAOS   脂肪酸アシルーCoA酸化システム活性   

Fib   フィプリン   

GGT   
γ－グルタミルトランスフエラーゼ  

（＝†－グルタミルトランスぺプチターゼ（†・GTP））   

Glob   グロブリン   

Glu   グルコース（血糖）   

Hb   ヘモグロビン（血色素量）   

Ht   ヘマトクリット値   

LC50   半数致鱒濃度   

LD50   半数致死量   

bm   リンパ球数   

3・MC   3－メチルコラントレン   

MCH   平均赤血球ヘモグロビン量   

MCV   平均赤血球容積   

MDA   マロンジアルデヒド   

Neu   好中球数   

OCT   オルニチンカルバミルトランスフエラーゼ   

8－OHdG  8－ヒドロキシー2，－デオキシグアノシン   

P450   チトクロームP450   

PB   フェノバルビタール（ナトリウム）   

PCNA   増殖性細胞核抗原   

PEC   環境中予測濃度   

PHI   最終使用から収穫までの日数   

PLT   血小板数   

PROD   ペントキシレゾルフィンαデペンチラーゼ   

PT   プロトロンビン時間   
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RBC   赤血球数   

Tl／2   消失半減期   

TAR   総投与（処理）放射能   

T．Bil   総ビリルビン   

T．Chol   総コレステロール   

TG   トリグリセライド   

Tmax   最高濃度到達時間   

TP   総蛋白質   

TRR   総残留放射能   

WBC   白血球数   
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＜別紙3：作物残留試験＞  

作物名  残留値（mg／kg）  

（栽培形態）  
使用量  

試験  （gai仙a）  
社内分析機関  

（分析部位）     処理方法  圃場数   フエノキサニル  

実施年  最高値  平均値  最高値  平均値   

3   14 0．10   0．10   0．08   0．08  

水稲  
3   21   0．18   0．18   0．18   0．16  

（露地）  

400D  3   28   0．21   0．21   0．17   0．16  

3   42   0．08   0．08   0．06   0．06  

（玄米）  
3   15   0．33   0．32   0．25   0．24  

平成9年度  
散布   3   22   0．40   0．38   0．27   0．27  

3   29   0．14   0．14   0．10   0．10  

3   45   0．02   0．02  ＜0．01  ＜0．01   

3   14   0．05   0．04   0．03   0．03  

水稲  1  

3   21   0．03   0．03   0，02   0．02  

（露地）  

3，600G  3   28   0．02   0．02   0．01   0．01  

3   42   0．02   0．02   0．01   0．01  

（玄米）  
湛水散布  

3   15   0．02   0．02  く0－01  ＜0．01  

平成9年度  
3   22   0．02   0．02  ＜0．01  ＜0．01  

3   29   0．02   0．02  ＜0，01  ＜0，01  

3   47   0．04   0．04   0．02   0，02   

3   14   0．30   0．30   0．24   0．24  

水稲  
3   21   0．45   0．44   0．41   0．40  

（露地）  

30SC  3   28   0．44   0．44   0．41   0．40  

3   42   0．07   0．06   0．05   0．05  

（玄米）  
3   15   0．39   0．38   0．36   0．36  

平成9年度  
散布   

1  

3   22   0．53   0．52   0．51   0．47  

3   29   0．46   0．46   0．50   0．50  

3   47   0．05   0．04   0．03   0．03   

3   14   5．90   5．88   5，62   5．50  

水稲  
3   21   7．15   7．12   9．15   9．08  

（露地）  

400D  3   28   7．48   7．30  11．24  11．14  

3   42   4．01   3．84   4．50   4．28  

（稲わら）  
3   15   5．23   5．08   8．41   8．32  

平成9年度  
散布   

1  

3   22   4．01   3．94   6．93   6．82  

3   29   2．96   2．88   3．01   3．00  

3   45   1．04   1．04   0．87   0．86   

3   14   11．2   11．0   9．40   9．22  

水稲  1  

3   21   15．9   15．1   9．82   9．66  

（露地）  
3，600G  3   28   6．13   6．01   6．26   6．14  

3   42   10．7   10．7   12．11  12．02  

（稲わら）    湛水散布  
3   15   14．0   14．0   10．88  10．74  

平成9年度  
3   22   20．4   20．3   13．56  13，52  

3   29   20．5   20．1   15．75  14．30  

3   47   19．6   19．2   16．98  16．76   

3   14   7．79   7．55   9．84   9．82  

水稲  
3   21   11．2   11．0   12．11  11．86  

（露地）  

30SC  3   28   12．6   12．6   21．90  21．04  

3   42   2．77   2．74   4．76   4．51  

3   15   17．1   16．7   16．14  15．62  

平成9年度  
3   22   19．3   19．0   16．20  15．81  

（稲わら）    散布   

15．68  15．62  ロ                                3  29  15．7  15．5         3  47  2．22  2．22  3．18  2．80   
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3   14   0．49   0．48   0．40   0．39  

水稲   3   20   0．41   0．41   0．30   0．30   

（露地）  400D  3   28   0．31   0．30   0．22   0．22  

3   42   0．05   0．05   0．04   0．04  

（玄米）  3   14   0．13   0．13   0．08   0．08   

平成10年  散布   3   21   0．15   0．15   0．09   0．09   

度  3   28   0．18   0．18   0．12   0．12  

3   43   0．01   0．01  ＜0．01  ＜0．01   

3   14   0．41   0．40   0．41   0．41  

水稲   
1  

3   21   0．49   0．47   0．43   0．40   

（露地）  30SC  3   28   0．40   0．40   0．38   0．38  

3   43   0．02   0．02   0．02   0．02  

（玄米）  3   14   0．18   0．18   0．16   0．16   

平成10年  散布  
1  

3   21   0．27   0．26   0，25   0．25   

度  3   28   0．27   0．26   0．23   0．23  

3   42   0．05   0．05   0．05   0，04   

3   14   7．40   7．30   5．05   4．98  

水稲   3   20   3．05   2．95   2．55   2．55   

（露地）  400D  3   28   1．72   1．70   1．21   1．20  

3   42   0．61   0．59   0．63   0．60  

（稲わら）  3   14   3．21   3．10   2．93   2．83   

平成10年  散布   
1  

3   21   2．13   2．05   1．83   1．76   

度  3   28   2．27   2．20   1．90   1．85  

3   43   1．55   1．52   1．41   1．40   

3   14   6．01   5．96   4．50   4．45  

水稲   
1  

3   21   4．42   4．36   2．43   2．39   

（露地）  30SC  3   28   4．90   4．84   5．00   4，88  

3   43   3．67   3．62   2．65   2．64  

（稲わら）  3   14   12．2   12」2   7．20   7．15   

平成10年  散布  3   21   9．19   8．92   4．60   4．55   

度  3   28   6．35   6．20   5．70   5．68  

3   42   3．31   3．18   3．08   3．06   

3   14   0．06   0．06   0．06   0．06  

水稲   3   21   0．07   0．07   0．08   0．08   

（露地）  75MC  
1  

3   28   0．06   0．06   0．06   0．06  

3   42   0．01   0．01   0．01   0．01  

（玄米）  3   14   0．05   0．05   0．03   0．03   

平成15年  散布  3   21   0．02   0．02   0．02   0．02   

度  3   27   0．01   0．01   0．02   0．02  

3   42  ＜0．01  ＜0．01  ＜0．01  ＜0．01   

0   ＜0．05  ＜0．05  ＜0．05  ＜0．05  

水稲  
3  14  2．63   2．58   2．54   2．51  

（露地）   

1  3   21   1．93   1．88   2．08   2．06  
75MC  

3   28   1．27   1．24   1．47   1．46   

3   42   1．04   1．01   0．67   0．65  
（稲わら）  

平成15年  散布  
3   14   2．35   2．29   2．40   2．40  

1  

3   21   1．19   1．16   1．46   1．40  
度  

3   27   1．41   1．38   1．35   1．34  

3   42   0．23   0．22   0．43   0．42   

75MC  

水稲  
3   14   0．02   0．02  ＜0．01  ＜0．01   

1  3   21   0．04   0．04   0．04   0．04  

無人ヘリコプ  
3   45   0．01   0．01  ＜0．01  ＜0．01   
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（玄米）  タ一散布   

平成16年  
3   7   0．03   0．03   0．04   0．04  

3   14   0．03   0．03   0．03   0．03  
度  

3   21   0．05   0．05   0．08   0．08   

水稲  
3   14   0．51   0．50   0．39   0．38  

（露地）  

75MC  1  3   21   1．87   1．80   2，12   2．11  

3   45   0．58   0．56   1．04   1．04  

（稲わら）  
3   7   1．31   1．26   2．05   2．02  

平成16年  
3   14   0．78   0．78   1．52   1．52  

度  
3   21   2．65   2．62   3．06   3．06   

D：粉剤（1．0％）、G：粒剤（24．0％）、SC：フロアブル（20．0％）、MC：マイクロカプセル剤（10．0％）  
すべてのデータが定量限界未満の場合は定量限界値に＜を付して記載した。  
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